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提案内容に関する不開示希望部分・理由の疎明書
	法人名：

	提案書のページ
	不開示を希望する部分
	具体的な理由
	目黒区情報公開条例根拠
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プロポーザル方式による事業者選定情報に係る不開示情報について
情報開示請求に対しては開示が原則です。不開示は、目黒区情報公開条例第７条各号に基づく具体的な理由がある場合に限られます。
　当例示は、これまでのプロポーザルに関する企画・提案書類及び評価選定に関する書類等の開示請求の事例を参考に、開示・不開示の考え方を取りまとめたものです。
なお、ここに記載の不開示情報は、一例であって他にも不開示に該当するものがあることから、個々の事案に即して慎重に判断する必要があります。
【応募・提案文書】
１　条例第７条第１号（個人生活情報）による不開示情報
「個人生活に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」（条例第７条第１号）
２　条例第７条第２号（法人等に関する情報）による不開示情報
「法人その他の団体又は事業を営む個人の当該事業に関する情報で、公にすることにより、当該法人等に明らかに不利益を与えると認められるもの。」（条例第７条第２号）

３　条例第７条第３号（区政執行に関する情報）による不開示情報
　「公にすることにより、犯罪その他社会的障害を生ずるおそれのあるもの。」（条例第７条第３号イ）
４　条例第２９条（他の制度との調整）による条例適用除外
（例）
	〇法人の定款・財務諸表・登記事項証明

	・社会福祉法人や公益法人、株式会社等の定款、貸借対照表や損益計算書等の財務諸表は、各法律（社会福祉法、公益法人法、会社法等）により公表が義務づけられていることから、情報公開条例の適用除外となる。また法人に関する各登記事項証明も法務局で取得できることから、条例適用除外となる。







	
